
平成 30年度事務事業点検結果報告書 

１ 実施目的 

 少子高齢化等社会情勢の変化への対応や、市民ニーズに沿った新規事業を実施するためには、財源が必要

となりますが、予算編成・実施計画策定においては、毎年度財源を大幅に超えた歳出予算要求が行われてい

ます。そのような中で、新規事業を実施するためには、既存事業の改廃、いわゆるスクラップ＆ビルドが不

可欠となっています。これまでは、実施計画と連動した「行政評価」を行い、スクラップ＆ビルドを図って

まいりましたが、対象事業が限られ効果が乏しかったため、今年度より事業費を伴う政策的な事業を対象と

した「事務事業点検」を行うことといたしました。 

 

２ 対象事業 

 事業費予算を伴う政策的な事務事業を対象とし、平成 30年度は 45事業の廃止・見直し・縮小を判断しま

した。 

 

３ 見直しの手法 

 事務事業ごとに「事業の必要性」と「改善の必要性」について、あらゆる切り口で検証・点検を行いまし

た。 

 

４ これまでの事務の流れ 

  

５ 点検結果の反映 

 事務事業点検の結果については、実施計画及び予算に反映させています。 

 

６ 点検結果 

 点検総数 45事業 

点検区分 事業数 備考 

廃止 ６ 今回の点検結果を契機として、廃止に向けて取り組んでいく事業 

見直し 22 今回の点検結果を契機として、事業の見直しを検討していく事業 

縮小 ３ 今回の点検結果を契機として、事業の縮小を図っていく事業 

現状維持 14 点検の結果、現状維持となった事業 

計 45  

 

７ 効果額 

年度 効果額（千円） 

2019年度 20,774 

2020年度～2023年度 128,742 

計 149,516 

※2020年度～2023年度は見込額 

平成 30年３月７日～平成 30 年４月 27日 １次点検（各課評価シートの作成） 

平成 30年５月 16日～平成 30 年５月 24 日 ２次点検（対象：担当課長） 

平成 30年６月 29日～平成 30 年７月４日 ３次点検（対象：担当部長） 

平成 30年７月９日～平成 30 年７月 12日 ４次点検（対象：担当部長、点検者：市長・副市長） 



８ 点検結果の概要（主な廃止・見直し・縮小事業） 

【廃止と判断した事業】 

科目（事業）名称 

（カッコ内は廃止予定年度） 
取組方針 

効果額（単位：千円） 

計 （2019） （2020-23） 

国際交流協会補助金 (2019) 積立金がなくなるまで補助を凍結 15,600 3,120 12,480 

特定疾患見舞金 (2020) 事業廃止 10,000 0 10,000 

まちづくり研究会コーディネート委託料 (2020) 新富地区の共同化まで 4,164 0 4,164 

下水道事業受益者負担金報奨金 (2021) 現行対象者をもって事業廃止 27,132 0 27,132 

排水設備等改造資金融資利子補助金 (2021) 現行対象者をもって事業廃止 150 0 150 

ＩＣＴ教育推進支援委託料 (2021) 事業廃止 9,720 0 9,720 

廃止 計 66,766 3,120 63,646 

 

【見直しと判断した事業】 

科目（事業）名称 

（カッコ内は見直し予定年度） 
取組方針 

効果額（単位：千円） 

計 （2019） （2020-23） 

印刷製本費（広報広聴事務管理事業） (2019) 広告料収入の増加 4,345 869 3,476 

電子計算機借上料 (2019) 再リース及びデスクトップ型に変更 17,225 2,973 14,252 

ふるさと応援寄附金推進事業 (2018-19) 返礼品の登録・受注・発送までを直営 22,500 4,500 18,000 

宅配給食サービス委託料 (2019-20) アセスメント基準・内規の見直し － － － 

住宅改善費補助事業 (2021) 利用者負担を徴収 1,296 0 1,296 

ミニドック委託料 (2020) 
国保・社保被保険者の負担額

及び対象年齢区分の見直し 
－ － － 

住宅用地球温暖化対策設備導入促進費補助金 (2019) 
太陽光システム単独は廃止 

蓄電地等と併せた導入は拡充 
13,150 2,630 10,520 

開閉栓業務委託料 (2021) 開閉栓業務と検針等業務を包括 － － － 

見直し 計 58,516 10,972 47,544 

 

【縮小と判断した事業】 

科目（事業）名称 

（カッコ内は見直し予定年度） 
取組方針 

効果額（単位：千円） 

計 （2019） （2020-23） 

敬老祝金 (2019) 80歳への支給を廃止 12,700 2,540 10,160 

相談業務委託金・臨職賃金（市民相談事業） (2019) 開設時間を縮小 915 183 732 

市民農園管理委託料 (2019) 市営施設の縮小を検討 － － － 

縮小 計 13,615 2,723 10,892 

 


